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「パイオニアグループ企業行動報告書2011」の

発行にあたって

この報告書は、パイオニア株式会社および

パイオニアグループの考え方や活動をできるだけ

分かりやすくお伝えすることを目的として、

グループ全体の活動をまとめたものです。

私たちの商品・サービスが提供する「音」「映像」「情報」を通じて、

より多くの人とより深い感動を分かち合いたい。

パイオニアの企業理念「より多くの人と、感動を」には、

このような思いが込められています。

この企業行動報告書を通じて、パイオニアグループの

企業行動の全体像を知っていただき、

皆様とのさらなる対話を進めていきたいと考えています。

対象範囲
対象期間：2011年3月期（2010年4月1日から

　　　　　 2011年3月31日）を対象としますが、

　　　　　 それ以前の取り組みと最近の活動も含

　　　　　めています。

対象組織：パイオニア株式会社およびパイオニア

　　　　　 グループ連結子会社97社

　　　　　（2011年3月31日現在）

発行時期： 2011年10月

関連する報告書
● 財務情報については、「有価証券報告書」「アニュ

　 アルレポート」などの報告書およびホームページ

　「投資家情報」で情報を開示しています。

　　　http://pioneer.jp/corp/ir/

●  環境に関する詳しい報告は、ホームページで情報

　 を開示しています。

　 　http://pioneer.jp/environment/

● 技術開発・研究開発については、学会発表会およ

　 びホームページで情報を開示しています。

　 　http://pioneer.jp/crdl/

参考にしたガイドライン
●　 環境省「環境報告ガイドライン2007年版」
●　 GRI（Global Reporting Initiative）

　「GRIガイドライン第３版」

本報告書において
●　「パイオニア」とは、パイオニア株式会社を、「パイ

　 オニアグループ」とは、パイオニア株式会社を含

　 むグループ全体を表します。
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小谷 進

　この度の東日本大震災で被災されました方々に、心

よりお見舞いを申し上げます。皆様の安全と一日も早い

復旧を心よりお祈り申し上げます。

　被災した地域にはパイオニアのグループ会社もあり、

幸い従業員には犠牲者はおりませんでしたが、事務所

や従業員の住居、あるいは水道や電気・ガスなどのイン

フラは相当なダメージがあり、日々の生活をはじめ、業

務の再開に向けた活動に大変な苦労がありました。

　その中にあって、被災拠点への救援物資の手配・輸

送に、同じ東北地方にあって比較的被害の少なかった

山形県のグループ会社の従業員が活躍するなど、パイ

オニアグループの結束力の強さを認識しました。

　また、国内だけでなく全世界のグループ従業員から、

被災地域への義捐金が寄せられました。

　日常の中では、なかなか意識することの無いつなが

りも、このようなときに大きな力を発揮する。人と人と

のつながり＝絆というものが、どれだけ私たちの社会

において大切なことかと、あらためて思いました。

　パイオニアは「より多くの人と、感動を」共有したいと

いう想いを持って、1938年の創業以来、数多くの画期的

なエレクトロニクス製品を世に送り出してきました。こ

の企業理念には、国境や人種を超え、この地球に生き

るすべての人々と、「音楽と映像と情報」を通してコミュ

ニケーションすることで、さまざまな感動を分かちあえ

る企業でありたいという想いが込められています。 

　2010年4月に『街でも家でも車でも、笑顔と夢中が響

き合う』という新しい企業ビジョンを定めました。これ

は、「お客様との関係」、「会社・社員・風土」、「商品・提供

する価値」、「社会・パートナーとの関係」、「街・家・車の

中での存在感」といった5つの視点から、目標年である

2015年に、こうありたいと想う姿を具体的にイメージし、

再び成長への道を歩み始めるための私たちの指針と

なるものです。

　この度の大震災を経験して、人と人とのつながりがあ

ってこそ、笑顔と夢中が響き合い、より多くの人と感動し

合えるという想いを強く持ちました。

　パイオニアらしい製品や価値を生み出し続けるとと

もに、健全な企業行動を通じ、さまざまな立場のステー

クホルダーの方々から寄せられる社会的要請に応えな

がら、長期的に安定した経営基盤を築いていくことが、

パイオニアに求められている社会的責任であり、その

実現に向けて課題を一つずつ解決しながら着実に進

めていくことが、経営に課せられた責務であると考えて

います。 

　人と人とのつながりの大切さを忘れることなく、社会

的責任をより大きな形で果たしていくために、日々着実

に歩んでまいりたいと思います。

　今後とも皆様のご理解とご支援をお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2011年9月

社会におけるパイオニアのミッションと存在意義は、企業理念「より多くの人と、感動を」に込められています。

2010年4月に制定した企業ビジョンには、現在のパイオニアの状況を踏まえて、

企業理念の実現に向けた目指すべき企業像を掲げています。

企業ビジョンの実践が、最終的なゴール「より多くの人と、感動を」の実現につながっていきます。

“響き合う”という言葉には“お客様と社員が響き合う” “社員と社員が響き合う“ “社員と会社が響き合う“ 

という想いが込められています。

この想いを社員全員が共有し、2015ビジョンを達成したい。

そしてお客様・パートナー様、そして社会に望まれる会社になりたいと想います。
代表取締役社長

● 会社都合のお客様視点ではなく“お客様と一緒”に商品・価値を創っている。 

● お客様の“笑顔と夢中”を社員も“笑顔と夢中”でお手伝いしている。 

● 社員同士も“笑顔と夢中”で協力しあっている。 

● お客様の“成長”、社員の“成長”とともに会社も“成長”している。 

そのような会社になりたいという想いがこのビジョンには込められています。

企業理念

より多くの人と、感動を

次のパイオニアを、はじめよう
2015ビジョン

街でも家でも車でも、笑顔と夢中が響き合う

トップメッセージ 企業ビジョン体系

パイオニアは、2015年にお客様と一緒に「街でも家でも車でも、笑顔と夢中が響き合う」会社になります。

今回のビジョンに込めた重要な想いは“お客様と一緒” ”笑顔と夢中”そして“成長”です。
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　当社は、コーポレート・ガバナンス体制として「監査役会設置

会社」を採用しています。複数の社外取締役を含む取締役会に

おいて、経営方針等の意思決定と業務執行の監督を行い、その

半数以上が社外監査役で構成される監査役会が取締役の職務

執行に対する監査を行う体制としています。この機関構造を基

本とした上で、迅速な業務執行と責任の明確化を図るために執

行役員制度を導入するとともに、経営上の意思決定の透明性

を確保することを目的として、経営執行会議および取締役会の

諮問機関である任意の委員会を設けています。

　パイオニアグループでは、これからも製品とサービスを提供

するなかで社会の変化を常に意識し、株主をはじめ、消費者・顧

客、地域社会、取引先および従業員などさまざまな相互関係の

なかで対話を通して社会の要請を把握し、その社会的責任を果

たしていきます。

　「パイオニアグループ企業行動憲章」をもとに、業務における

判断・行動の基準として遵守すべき基本的な事項を「パイオニ

アグループ行動規範」として定めています。「パイオニアグルー

プ行動規範」は、私たちパイオニアグループで働く役員をはじ

め、すべての従業員に適用します。グループ各社は、この行動規

範を国や地域の法制度や社会慣習などを考慮しながら、すべて

の役員と従業員に徹底しています。

　監査役制度を採用し、経営方針等の最重要事項に関する意思決定機
関および監督機関としての取締役会、業務執行機関としての代表取締
役、監査機関としての監査役会を設置しています。2011年3月期にお
いては、取締役会は8回、監査役会は14回開催しました。
　また、独立性の高い複数の社外取締役を選任し、取締役会の業務執
行に関する監督機能を強化するとともに、株主による選任の機会を増
やすことで、取締役の責任をより明確にして経営環境の変化に迅速に
対応できるよう、取締役の任期を1年としています。
　このほかに、迅速な業務執行と責任の明確化を図るため、執行役員
制度も導入しています。

取締役会および監査役会 
　取締役会の意思決定機能を強化するため、取締役および執行役員の
中から取締役会が指名したメンバーで構成される経営執行会議を設置
し、原則として週1回開催しています。経営執行会議は、取締役会の監
督の下、事業推進上の重要課題、投資案件やグループ再編、グループ全
体の経営戦略、中長期方針等の議題について十分な議論を行い、決定
します。また、取締役会が決定権を持つと定められた事項は、取締役会
への答申を行うこととしています。2011年3月期においては、35回開
催して約160件の案件を審議するなど、取締役会を補完する経営上の
意思決定プロセスとして機能しています。

経営執行会議 

　　　　　

　経営の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスを強化することを目
的に、取締役会の諮問機関である任意の委員会として、社外取締役をそ
れぞれの委員長とする「指名委員会」「報酬委員会」「特別委員会」を設
置しています。これら三委員会は、審議の結果を取締役会に報告・提案
し、取締役会は、その報告・提案内容を十分に尊重して審議を行います。

任意の委員会 

● コーポレート・ガバナンス体制（2011年６月29日現在）

〈パイオニアグループ規程〉

●パイオニアグループ企業行動憲章
●パイオニアグループ行動規範
●ビジネス・エシックス基本規程、連結内部監査基本規程、
　内部統制システム基本規程などによる業務の適正確保

指名委員会
（委員長:社外取締役）

報酬委員会
（委員長:社外取締役）

特別委員会
（委員長:社外取締役）

会計監査人

ビジネス・エシックス委員会
（委員長:社外取締役）

監査報告

監査役会
監査役3名

（うち社外監査役2名）

取締役会
取締役10名

（うち社外取締役2名）

執行役員
10名

監査部 経営執行会議

事業部門、グループ会社

代表取締役

選任/解任

選任/解任

監査

選任/
解任

連係
指示

報告

内部監査 付議・審議

付議・審議

業務の執行

監督

指示
監督

報告・提案
＜取締役会の諮問機関＞

付議・審議

コーポレート･ガバナンス

株主総会

判断・行動のよりどころ

「パイオニアグループ企業行動憲章」
● 私たちは、社会にとって有益かつ安全な製品とサービスを提供します
● 私たちは、社会的正義を尊重した公正な企業活動を推進します
● 私たちは、地球環境の保全につとめ、継続的に改善活動を行います
● 私たちは、情報の適正な開示につとめます
● 私たちは、万全な危機管理体制のもと迅速・誠実に対応します
● 私たちは、資産・権利を厳正に管理、保護します
● 私たちは、グローバルな視点に立ち、社会貢献につとめます
● 私たちは、人間尊重にもとづいた企業活動をめざします

「パイオニアグループ行動規範」の構成
● 社会から信頼される企業であり続けるために
　資本市場からの信頼
　お客様の満足を第一に考える経営
　多国籍企業としての法令遵守
　環境保護
　社会への貢献
　市民社会を脅かす者への対応
　企業情報の開示
　インサイダー取引
　不公正な利益供与

● お客様の満足と信頼を得るために
　安全で高品質な商品・サービスの提供
　公正かつ適切な情報の提供
　お客様の苦情・要望への対応
　お客様の個人情報の保護

● 公正で自由なビジネス関係を築くために
　公正な取引
　他者情報の管理
　購入先・協力会社との取引
　販売先との取引
　関係省庁・業界団体等との関係
　接待・贈答への対応

● 業務を適正かつ効率的に遂行していくために
　リスク管理の徹底
　会社情報の管理
　知的財産の保護
　会社資産の適切な管理と使用
　適正な会計処理

● 一人ひとりがいきいきと働くために
　雇用における人権の尊重
　多様性を重視した職場風土
　ハラスメント行為の禁止
　プライバシーの保護
　健康で安全な職場環境
　職場における情報の共有
　虚礼の廃止
　政治・宗教活動、勧誘活動

● 規範をもとに行動するために
　通報窓口のしくみ

「パイオニアグループ企業行動憲章」「パイオニアグループ行動規範」はホームページで公開しています。 http://pioneer.jp/corp/charter/
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内部統制システムとリスクマネジメント

　パイオニアグループは「信頼される経営」を行うために、それ

を阻害するリスクの未然防止と危機発生への備えの仕組みと

して、内部統制システムの充実・強化を推進しています。グルー

プ全体での業務執行の適正化、効率化を図るために、「パイオ

ニアグループ規程」の整備・充実と周知徹底を行っています。

　「パイオニアグループ規程」は、「パイオニアグループ企業行

動憲章」を頂点として、「パイオニアグループ行動規範」および

グループ各社の責任と権限の範囲やコンプライアンスルール

などに関する諸規程で構成されています。

　パイオニアグループの事業活動に伴うリスクについて、リス

ク管理体制の充実・強化を推進するために、パイオニアグルー

プ規程「内部統制システム基本規程」に基づき、当社代表取締

役を委員長とする「内部統制委員会」を設置し、リスクの把握と

危機の未然防止策について整備を図っています。重要なリスク

については、「パイオニアグループ規程」の中で対応方針を定

め、組織的な管理を行っています。これらの諸規程を主管する

本社部門は、グループ全体に規程の周知と理解を図る役割を

担っています。

　社長直轄組織である監査部は、パイオニアグループ規程「連

結内部監査基本規程」に基づいて、グループ全体にわたる内部

監査の実施を統括しています。監査部は、グループ各社の内部

監査担当者や、監査役会、会計監査人などとも連携をとり、内部

統制システム、リスクマネジメント等の監査をはじめ、企業倫理

や品質管理、環境等の監査の充実を図っています。

コンプライアンスの徹底と社内通報制度

　パイオニアグループは、法令や規範を遵守し社会的責任の基

盤となるコンプライアンスについて、従業員が安心して仕事が

できる風土づくりでもあると考えています。パイオニアグルー

プ規程「ビジネス・エシックス基本規程」に基づいて当社社外取

締役を委員長とする「ビジネス・エシックス委員会」を設置し、グ

ループの役員および従業員の法令遵守や、「パイオニアグルー

プ行動規範」の徹底を図っています。 

　従業員が安心して仕事ができる風土を根底から腐らせかね

ない逸脱行為の撲滅のために、内部監査をグループ全体で充

実させるとともに、グループ全体の社内通報制度として「ビジネ

ス・エシックス・ホットライン」を設けて対応しています。通報の

受付窓口を外部機関に設けたホットラインは、匿名性を確保し

つつ通報者に詳細を確認できる仕組みとしています。また、通

報は「ビジネス・エシックス委員会」と同時に監査役会にも送ら

れる仕組みとし、誠実に対応できるようにしています。

　社内のイントラネットに設けた掲示板での掲示や日頃から携

帯してもらうカードを配布するなど、従業員に対して「ビジネス・

エシックス・ホットライン」の周知を行い、万が一、不正を見かけ

たときに通報しやすい環境づくりを図っています。

誠実な企業活動

危機対応

　パイオニアグループは、企業経営に重大な影響を及ぼすお

それのある危機発生時における適切な対応を図るため、パイオ

ニアグループ規程「危機管理基本規程」を定めています。これに

基づき、当社代表取締役を委員長とする「EM委員会」を常設の

組織として置き、危機管理に関する教育・啓発を行うとともに、

当社グループの組織毎に担当責任者を配置して、危機発生時

における対応と事態解決を行っています。危機管理におけるグ

ループ各組織の役割および危機発生に対する対応手順などに

ついては、「危機管理マニュアル」において定めています。

　また、パイオニアグループでは、大地震や強毒性の新型イン

フルエンザなどの災害に対して、人命の尊重を第一とし早期の

事業回復を図るために、災害発生時において適切に判断・行動

できるよう、「災害対策マニュアル」を作成するとともに、必要と

される食料・医療品などの備蓄、緊急時における通信連絡方法

の整備などを行い、また、訓練を実施してきました。

　2011年3月に発生した東日本大震災においては、発生直後

の各事業所の対応や、被災状況の把握においては、備蓄品や通

信連絡網が役立ちました。

　その後の計画停電や原子力発電所の事故などへの対応、被

災した事業所・従業員への物資支援活動ついては、社長を本部

長とする「復旧対策本部」を設置して、対策案の検討・指示を行

いました。

　今後は、これらの重大な災害が発生したときに速やかに事業

体制の復旧を図れるよう、事業継続計画の策定を進めていく予

定です。 
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社会から信頼される企業であり続けるために

通報 連絡・フィードバック 報告

報告

通報

パイオニアグループ従業員

詳細確認、連絡

ビジネス・エシックス委員会
委員長 : 社外取締役 
委員 :  
 報告

委員会事務局

企業倫理
相談窓口
（地域毎）

回答
質問
相談

報
告

倫理担当役員、総務部長、法務部長、
人事総務部長、監査部長、常勤監査役

ビジネス・エシックス・ホットライン
（グループ通報窓口/地域毎の通報窓口）

匿名化して報告が基本

監査役会

● 通報・相談情報の流れ（概要）

地震発生後の初動対応
　3月11日午後2時46分地震の発生により、本社拠点の自衛防災隊は
初動対応を開始しました。本社拠点内の被災状況を確認し負傷者等の
無いこと、建物・設備の被害は軽微であることを確認しました。
　グループ各拠点の被災状況を確認し、午後5時までに全拠点で負傷者
等が無いこと、仙台所在の拠点以外の拠点は建物・設備等の被害は軽微
であることがわかりました。
　鉄道による通勤者の多い本社拠点では、午後4時帰宅指示を発すると
ともに、帰宅困難者は拠点内にとどまることとしました。約1,000名（勤
務者の約40%に相当）が、鉄道が回復する翌朝まで残りました。残留者
への対応として、社員食堂の臨時稼働による夕食支給、非常食・飲料水や
毛布の配布を行いました。

計画停電への対応（本社拠点）
　3月13日に、14日以降計画停電を実施することが発表されました。
　計画停電は、拠点ごとに実施日時が異なるため、拠点それぞれの対応
となりました。
　本社拠点では、3月14日は、鉄道の混乱により出勤可能な者のみ出
勤とし、他は自宅待機としました。
　3月15日より通常勤務となりましたが、16日は計画停電の影響を鑑
みて臨時休業としました。17日は再び通常勤務としましたが、政府によ
る「大規模停電のおそれ」発表を受け、午後5時帰宅指示を発しました。
　3月18日からは、停電中は可能な範囲での業務の継続を基本としま
した。
　販売先からの注文を受付ける「受注センター」は本社拠点内にありま
したが、計画停電対象外である都内の拠点に急遽移転させることを決定
し、3月20日～21日に移転、22日より移転先で業務を再開しました。

福島第一原発事故への対応
　3月14日に原子力発電所の爆発事故が発生しました。政府による警
戒区域等の指定に合わせ、3月23日にパイオニアグループ社員に対し

て半径30km以内を立入禁止区域、その周囲半径80km以内を立入注
意区域に指定し、業務で立入る際の注意事項を徹底しました。
　4月22日に政府の指示が変更になり、それに合わせて立入禁止区域
を変更しました。
　その後事故対応の進展により、6月1日、立入注意区域を解除しました。

事業の復旧
　仙台に所在するグループ会社の開発拠点では、建物被害は少なく被
災から3日間程度で一部業務を再開できました。同じく仙台の営業拠点
は、建物が一部損壊したため事務所を縮小して約2週間後に一部業務を
再開しましたが、ガソリンの逼迫などにより通常業務への復旧は4月下旬
までかかりました。この営業拠点は7月に新拠点へ移転しました。
　
節電への対応
　政府による節電対策方針を受けて、拠点単位での輪番夏期休業の実
施、冷房温度28度の徹底、照明の間引き・消灯の徹底、電力需給逼迫時
に備え本社拠点の全電力を賄える非常用発電機の設置（7月31日設置
完了）などの対応を行いました。
　家庭での節電に向けて、従業員に対して家庭での節電策の周知活動
を実施しました。政府実施の節電キャンペーンに賞品を提供し協力しま
した。　

被災地への支援
　被災地への義捐金として、マッチングギフト方式などにより日本赤十
字社を通じた支援を行いました。グループ全体で2011年8月現在、合
計5,867万円になっています。
　被災地の従業員に対する物資支援を3月～4月に実施しました。5月
には、従業員の生活復旧を支援するための災害見舞金を支給しました。
　グループ全従業員に向けた社長メッセージを定期的に発信し、被災者
への激励とグループ全体の結束を図りました。

東日本大震災に対するパイオニアの対応



経営情報の適正開示

　パイオニアグループは、パイオニアグループ規程「情報開示

基本規程」を定め、経営情報について、株主・投資家をはじめ、

顧客、取引先、マスコミ、地域社会などすべての利害関係者に

対して適時適正な情報開示を行うことと、法令・公的規則にも

とづく情報開示のみならず、グループの企業理解や投資判断に

有用と考えられる情報についても積極的かつ公正に開示する

ことを基本方針にしています。そして「情報の適正な開示」を確

実に実行し、透明性の高い企業活動を目指すとともに、株主や

投資家および社会からの企業理解と信頼の向上を目指してい

ます。

　また、2009年より金融商品取引法に基づく財務報告の適

正性の確保が義務付けられましたが、このための内部統制シス

テムについても、今年（2011年）6月に提出した「有価証券報

告書」に関して、財務報告に係る内部統制について適正である

との監査結果を会計監査人より得ています。

　パイオニアグループ規程「内部者取引防止基本規程」を定

め、情報管理を徹底するなど、インサイダー取引防止のための

管理体制を実施してきましたが、当社の元監査役が監査役在任

中（2007年4月）にインサイダー取引を行っていたという事件

が、2009年3月に判明しました。再発防止策として、情報管理

の強化とグループの役員・社員に対するパイオニア株式の取引

規制の強化、役員および従業員教育の再徹底などを実施して

います。

知的財産、著作権の保護

　パイオニアグループは、技術開発等から得た知的財産を適

切に維持、管理するだけでなく、他者の保有する知的財産を尊

重することを基本として日々取り組んでいます。

　パイオニアの関連部門および関係会社の担当者により著作

権連絡会を設けてパイオニア製品における全社的な著作権保

護技術コンプライアンスの徹底を図っています。

　また、パイオニアブランドを信頼し購入されたお客様の期待

を裏切らないように、ブランド価値と社会的信用を脅かす模倣

品を市場から排除する取り組みを、事業部や法務・知的財産部

など関係部門が協力して行っています。

　国内グループの従業員に対しては、業務活動のなかでの著

作権保護のために、Q&Aを作成して、社内のイントラネットに

設けた掲示板での掲載を行い、相談窓口を設けて問い合わせ

に対応しています。

情報セキュリティおよび個人情報保護

　パイオニアグループは、情報資産の保全と活用、管理のため

の仕組みと組織体制など、情報セキュリティ対策の基本ルール

としてパイオニアグループ規程「情報セキュリティ管理基本規

程」を定めて情報セキュリティ管理に取り組んでいます。　

　個人情報保護については、「個人情報保護方針」を制定・公開

するとともにパイオニアグループ規程「個人情報保護規程」を

定め、グループ各社は、この規程に従って個人情報を取り扱い、

お客様の権利・権益を厳重に保護しています。意図的な「個人

情報の漏洩事故」（外部からの攻撃や内部者の不正な持ち出し

など）は発生していません。

資材調達取引先への要請

　パイオニアグループは、「パイオニアグループ行動規範」にお

いて取引先と対等な立場で関係法令および契約に従った誠実

な取引を行うことを定めるとともに、取引先には事業活動を行

う国や地域の法令の遵守、国連やILO、OECDなど国際的な合

意事項の尊重にもとづく社会的責任を自覚した行動を求めて

います。

　そのなかで、資材調達の取引先にも、「公平・公正」「環境保

護」「社会的な責任」を基本とする「パイオニアCSR調達ガイド

ライン」を公開しました。

　ＣＳＲ調達の遂行は、部品から製品に至るまでの多くのサプラ

イチェーンにおいても企業の社会的責任を全うさせる活動です。

　パイオニアでは多くの取引先と「ＣＳＲ調達に関する覚書」を

締結してきましたが、その中でガイドラインの遵守はもとより、

活動を通じてベストプラクティスを目指すことを求めました。

安全保障輸出管理

　パイオニアグループは、広く国際社会で事業を展開するグ

ローバル企業として、国際的な平和および安全の維持・発展を

願い、安全保障輸出管理に関する国際的な合意および各国の

輸出規制関連法規を遵守することを理念としています。そのた

めに自主管理基準を定めて、海外を含むグループ横断的な「パ

イオニア輸出管理委員会」による推進体制のもとで的確かつ効

率的な管理を行っています。パイオニアグループ規程「安全保

障輸出管理基本規程」を定めるとともに、当社代表取締役を輸

出管理統括責任者として任命しています。

公正取引の確保

　パイオニアグループでは、パイオニアグループ規程「公正取

引基本規程」を定め、独占禁止法等の関連法規の遵守を徹底

するために、「独禁法遵守マニュアル」の作成と社内での周知、

法務部を中心とする相談・報告体制の整備を行っています。
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誠実な企業活動

社会から信頼される企業であり続けるために

ディスクロージャー・ポリシー

　　http://pioneer.jp/corp/ir/disclosure/

反社会的勢力の排除

　パイオニアグループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与

える反社会的勢力の排除に関する方針として、「パイオニアグ

ループ企業行動憲章」で定めている、社会的正義を尊重した公

正な企業活動を推進するという精神に則り、「パイオニアグ

ループ行動規範」により、組織的かつ毅然とした対応を行うこと

としています。そのために、反社会的勢力への対応を統括する

部門を定め、外部専門機関との連携や、パイオニアグループに

おける情報の共有、対応に関する指導、連絡の徹底など社内体

制の整備を行っています。
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お客様の満足と信頼

お客様の満足と信頼を得るために

品質保証の理念

　パイオニアグループでは、お客様満足を追い求める上でもっ

とも基本的なことが品質の確保であると考えて『品質保証理

念』を定め、その実現を目指し、品質保証責任と権限を明確にし

て品質の向上に取り組んでいます。具体的には、品質保証会議

および製品安全委員会、公的規制委員会、エコプロダクツ委員

会の3つの委員会を設けて組織を横断したパイオニアグルー

プ全体として活動しています。

　パイオニアグループは、２０１2年3月期品質方針にもとづい

て全社的な先行品質活動をさらに進化させるとともに仕組み

として根付くよう取り組んでいます。そのなかに製品安全、公的

規制、製品環境を重要なキーワードとして位置づけ、開発生産

プロセスから販売・サービスプロセスまで含めた、関係する全

社員への浸透を図っています。また、お客様に満足していただ

ける商品を提供するためには、お客様の商品への期待である

「人間中心設計の推進」の向上が欠かせない要素と考え、これ

を製品評価へ反映させていきます。

製品安全レビューによる未然防止 
　新製品開発の早い段階で製品の安全性を検証する仕組みを

運用しています。

　製品を使用する人や製品が使われる環境などを幅広く想定

した上で、その製品の安全性に関するリスク評価を行い、リスク

に応じた対策を実施することによって、製品が出荷されてから

廃棄されるまでに事故が起きることのないよう、未然防止に取

り組んでいます。

安全な取り扱いに関するお客様への啓発活動 
　「製品を安全に正しくお使いいただくために」をホームページ

に掲載し、お客様一人ひとりが安全に使っていただけるよう、設

置や使い方など製品の正しい取り扱い方をイラストを用いて

分かりやすく説明しています。

商品に関する公的規制への対応

　パイオニアグループでは、販売する国・地域や業界、あるいは

国際機関における規制情報を収集し、全社で組織する公的規

制委員会で情報展開し商品づくりに反映しています。また、販

売部門では地域・国の規制に適合した商品であることを確認し

て販売しています。こうした活動を通じて、商品や販促物に要求

される公的規制の遵守を推進しています。

製品安全確保への取り組み

　パイオニアグループでは、取り扱う商品や販促物に対して、ま

た取り付けや修理において安全を確保するための基本事項を

明らかにして、人身や財産等への危険と損害の防止に努めてい

ます。そのために、製品安全委員会を中心とした仕組みを整え、

製品安全に関する行動指針にもとづいて日頃からの未然防止

活動と迅速な事故対応に取り組んでいます。

　商品の安全性にかかわる、お客様からの情報を、お客様や販

売店様等から積極的に収集し、グループ本社品質管理部門が

一括して管理し、迅速に経営トップに報告するとともに、お客様

や販売店様等に対して適切な情報提供を行います。

製品安全規格と製品安全読本
　製品の開発に当たっては、法的な規制情報だけでなく、過去

の経験を盛り込んだ独自の「製品安全規格」を制定し、この規格

を遵守することで、より安全な製品を提供できるように取り組

んでいます。　

　さらに、フェールセーフ、フールプルーフなど、製品安全に関

する基礎的な考え方を示した「製品安全読本」を作成していま

す。この読本は、社内外の製品安全に関する事例を取り込んで、

製品を設計する技術者が理解しやすいものとなっており、社内

の製品安全教育に利用されています。

グループ本社品質管理部門(調査）

対応窓口

製品担当品質管理部門ほか
（原因分析、対策処置）

品質管理担当役員ほか

重大な
安全問題への
緊急対応

販売店

お客様

商品に関する主な公的規制
• 安全規制、電波妨害および電波規制、通信規制などの製品認証
  にかかわる規制 
• 消費者保護や製品認証にもとづく表記の規制（製品本体表示・
  取扱説明書・梱包箱など） 
• 環境規制 

全社的な先行品質活動により、安全で、お客様に
満足していただける商品を提供する

お客様の安心と満足が得られる
商品とサービスを提供する

品質保証理念 2012年3月期品質方針

品質会議（事業部、関係会社）

製品安全委員会

公的規制委員会

エコプロダクツ委員会

パイオニアグループ品質保証会議

製品安全に関する行動指針

　　http://pioneer.jp/corp/csr/customer/customer_pu.html 

品質保証に関連した当社取得の主なマネジメントシステム
• ISO9001品質マネジメントシステム
• ISO/TS 16949 自動車関連製品の品質マネジメントシステム

品質特別委員会

営業
部門

修理
受付

相談
窓口

http://pioneer.jp/oshirase/safe/

http://pioneer.jp/oshirase/

製品安全読本からの抜粋

吊り下げる製品は二重安全構造をとること

例) 安全ワイヤーを追加して万一の落下
　　に備えたカー用スピーカー

フェールセーフ：
製品は故障した場合でも安全な方へ故障し、事故などに拡大しない。
フールプループ：
製品は誤って使用されても、予見可能な使用方法については安全が保たれる。

製品を安全に正しくお使いいただくために

製品安全に関する重要なお知らせ

● 商品の安全性にかかわる、お客様からの情報の流れ（概要）
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お客様の満足と信頼

● 品質にかかわる、お客様からの情報の流れ（概要）  

事業部品質・技術部門/本社関連部門

対応窓口

社長、品質管理担当役員ほか

販売店

お客様

品質特別委員会

営業
部門

修理
受付

相談
窓口

市場品質情報の早期入手と対応の強化
　パイオニアグループでは、お客様からの情報は、的確に関連

部門に伝え、営業支援活動や品質改善活動に結びつけていま

す。たとえばカスタマーサポートセンター（日本国内）では、お問

い合わせや苦情を毎月まとめたレポート「お客様の声」を役員

と関連する部門の部門長をはじめ、すべての担当者に配信して

います。また、事業部との定期的な会合でも商品の企画に活用

できる情報を提供しています。海外でも同様の活動を行って

います。このような月例での定期的な情報交換の充実ととも

に、相談窓口へのお問い合わせ、修理サービス情報、回収品

の分析、インターネット上の書き込みなどにある「お客様の

声」から市場で起きている課題を速やかに企画および設計部

門へフィードバックする日常の活動としての対応を強化して

いきます。

パイオニアにおけるAPQP活動
　商品化のプロセスは相互に複雑に絡み合ったプロセスです

が、その商品の品質に大きな影響がある企画構想から始まる

商品開発の初期（源流）段階から品質目標の達成に向けた取り

組みを明確にし、問題点の早期発見と解決を行う全社的な 

APQP（Advanced Product Quality Planning：先行製品

品質計画）活動に取り組んでいます。

　ひとつでも多くの成功事例を積み重ねて、パイオニアグルー

プのトータルな品質の向上と確保につなげていきます。２０１2

年3月期は、製品開発の初期段階から目標達成に向けての取り

組みを明確にし、販売・サービスを含めたすべての部門がチー

ム活動により問題点の早期発見と解決を行うことができる活動

を継続していきます。

APQP活動の4つのキーポイント
①事後対処ではなく、予測予防 
②チーム活動 
③現在の状況について、いつでも共有化されている 
④しっかりしたコミュニケーション 

品質確保に向けた源流からの取り組み

インターネットでの
ご意見・ご要望受付

グループ本社
品質管理部門

要望・苦情を
月次で報告

人間中心設計の推進

　パイオニアグループでは、感性品質、ユニバーサルデザイン、

ユーザビリティを３つの柱とした人間中心設計：HCD(Human 

Centered Design)を推進しています。そしてお客様に楽しく

心地よく使っていただけるような驚きをユーザーエクスペリエン

ス（体験価値）として提供するために挑戦をつづけていきます。

（注） 一般的にHCDとは、利用者（顧客）視点に立ったモノづくり（商品
開発）のプロセス概念であり、国際規格ISO13407（インタラクティブ
システムの人間中心設計プロセス）にもとづいています。概念規定であ
るISO13407の下に、ユーザビリティ／Webのアクセシビリティ等の
具体的な規格があります。

 ● 高品質な商品開発に必要とされるプロセス体制の構築

重大FS事故：社告・告知する製品安全問題に起因する事故
集中不良　

　

：特定の要因に集中する製品の市場不良

APQP

人間中心設計

環境対応製品

技術革新

エコプロダクト

・お客様の期待を裏切らない
・ブランドイメージを高める

守りの品質 攻めの品質

● 品質保証活動の考え方

 

フロントローディング（未然対応）重視
① 不良を作らない
② お客様の声を反映する

・サービス情報（修理）
・営業情報（顧客対応、返品）
・カスタマーサポートセンターから
  の「顧客の声」
・ネットの書き込み

社内プロセスの完成度
（レベル）を高める

・品質コスト削減
・遵法
        公的規制
        環境規制
・重大F/S事故ゼロ
・集中不良ゼロ

人間中心設計
コンセプトの確立

教育
製品環境　公的規制　製品安全　解析技術

商品企画 設　計 生　産 販　売 サービス

全社的なAPQP活動

お客様の満足と信頼を得るために

　パイオニアグループでは、発生した品質問題の早期解決を図

り、再発防止と未然防止に向けて的確かつ迅速な取り組みを行

うことが、お客様の安心と満足が得られる商品とサービスを提

供するうえで重要と考えています。そのために、開発生産プロ

セスの現場で素材や部品に起因する品質問題、あるいは作業

や作業環境に起因する品質問題の解析評価技術力の向上を

図っています。

　たとえば、解析センターでは、市場や国内外のパイオニアグ

ループおよび協力会社、資材取引先の生産工程で発生した故

障品を、高度な解析評価技術によって故障の発生原因を突き

止め、また、正常な良品を解析評価することにより得られるノウ

ハウを開発生産プロセスでの再発防止と未然防止に反映し、製

品の信頼性を高めます。

不良解析

物性解析

破面解析 異物解析

良品解析

電気・電子部品の構造解析
による不良要因調査

成分分析による素材の
比較・適正調査

電気・電子部品の構造解析
による潜在的不具合抽出

破断面の詳細観察による
機構部品の破損要因調査

成分分析による未知物質の
特定と発生源調査

解析評価による再発防止と未然防止

重大な
品質問題への
緊急対応

より高品位な
商品は より楽しく、

より快適に

より多くの
お客様に より使いやすく

感性品質
の向上

HCD
（人間中心設計）

ユニバーサル
デザイン
の向上

ユーザビリティ
の向上

ユーザー
エクスペリエンス
の提供
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お客様の満足と信頼

　パイオニアグループは全世界において、質の高いサポート

＆サービスの仕組みづくりに取り組んでいます。毎年、サポー

ト＆サービスについてのお客様満足度調査を行い、その結果

にもとづいて、CS（お客様満足）の向上につなげ、パイオニア

ファンの輪を広げる活動を行っています。常にお客様視点で

物事を判断し、お客様に感動していただけるサービスの提供

により、お客様との信頼関係を高め、全世界のお客様の期待

に応えていきます。

商品の修理サービス

　日本国内のお客様からの修理サービスに対する期待と要望

である「修理スピードの向上」への取り組みは、「問い合わせ窓

口の分かりやすさ」や「応対の丁寧さ」、「修理や説明の適切さ」

などとともに、お客様から高い評価を受けています。　　　

　2011年3月期は全世界でのカーOEM製品のサービス体

制の強化･充実や昨年に引き続きBRICs（ブラジル･ロシア･イ

ンド・中国）など新興成長市場に対するサービス体制の強化・

充実を図りました。

　　　　　

お客様からの相談対応（カスタマーサポート）

　カスタマーサポートセンター（日本国内）では、お客様の視点

に立った分かりやすい窓口を目指して国内のパイオニア製品

のサポート業務を統合し、年間約40万件の電話やE-mailによ

る商品の購入前や購入後の相談に対応しています。お問い合

わせに対して単に回答するだけでなく、お客様の役に立つ商品

情報の提供や付加価値の提案を行い、お客様視点に立った一

層のCS向上を図っています。また、国内外のカスタマーサポー

ト部門に届く相談のお問い合わせや苦情など、お客様からの情

報は、的確に関連部門に伝え、営業支援や品質改善に結びつけ

ています。

　カスタマーサポートセンターでは、2011年3月期も、先期に

引き続き外部機関の評価を取り入れて、応対マナー、第一印

象、話し方好感度など応対品質の更なる改善に取り組みまし

た。また2011年3月期はエアナビコンタクトセンター業務を

カスタマーサポートセンターへ統合して、業務の効率化を図り

ました。
相談情報モニター体験制度
　カスタマーサポートセンターに寄せられる「お客様の声」をよ

り多くの社員が直接聞くことにより、社員一人ひとりが気づきを

積み重ね、お客様視点に立った行動を実践し続けるために、相

談情報モニター体験制度を設けています。

安心してご愛用いただくために

　パイオニアは、１９８３年よりブラウン管テレビを始めとしてプ

ロジェクションテレビ、プラズマテレビなどのディスプレイ製品

を販売してきましたが、２０１０年３月期をもってディスプレイ事

業から撤退しました。事業撤退後もお客様に安心してご愛用い

ただくために、各製品の補修用性能部品（その製品の機能を維

持するために必要な部品）の保有期間は、機種ごとに製品の生

産終了時を起点として８年間としています。さらに、この保有期

間が経過しても、部品在庫がある場合は修理対応することにし

ています。（ただし、性能部品以外については、代替部品を使わ

せていただく場合もあります。）

　２００９年４月をもって生産を終了したレーザーディスクプ

レーヤーにつきましても、ディスプレイ製品と同様の修理サービ

スを継続していきます。

お
客
様

カスタマーサポートセンター

購入前の
相談から

電話

FAX

手紙

E-mail

HP

商品力
向上に

事業企画・
マーケティング部門へ

品質改善
活動に

設計、品質、
マニュアル部門へ

パイオニア役員はじめ
グループ関連会社に発信お客様の声

購入後の
相談から

●カスタマーサポートセンター（日本国内）での活動実績推移

 http://pioneer.jp/support/

● 国内を対象とするお客様満足度調査（自主調査）の結果

レーザーディスクプレーヤープラズマテレビ

お客様へのサポート＆サービス

78%

91%

93%

4.4 ポイント

80%

86%

92%

4.4 ポイント

79%

93%

92%

4.5 ポイント

2009           2010             2011

修理完了者総合満足度

修理受付センター応対満足度

カスタマーサポートセンター総合満足度

部品受注センター満足度

パイオニアファンの維持・創出

製品品質向上への貢献

商品力向上への貢献

相談件数

電話応答率

410千件

85.0%

400千件

76.4%

389千件

80.0%

2009                  2010                 2011

修理・出張修理

商品相談

●

お客様/
販売店様

ご相談・
お問い合わせ

回答 部品注文
部品直送

出張日
回答見積

修理
依頼

修理
指示

● お問い合わせ、修理依頼の対応（日本国内）

2009

350千件

2010

302千件

2011

274千件

修理件数（日本国内）

部品受付

修理受付
窓口

修理受付

修理
テクニカル
センター

集中修理 サービス認定店 部品在庫・発送

修
理
品
の
お
渡
し

修
理
品
の
お
渡
し

出
張
日
回
答・見
積

カスタマー
サポートセンター

ワールド
パーツセンター

サービス部品
受注センター

ス
ー

サービ
センタ

お客様の満足と信頼を得るために

● 全世界サービス体制

パ
イ
オ
ニ
ア
サ
ー
ビ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク(

株)

パイオニア(株)

欧州
統括会社

（ベルギー）

東アジア
統括会社
（中国）

アセアン/
中近東
統括会社

（シンガポール）

米州
統括会社
（USA）

欧州各国
ロシア

中　国
香　港
台　湾
韓　国

アセアン
オセアニア
中近東
アフリカ

北米
中南米

サ
ー
ビ
ス
支
援
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環境ビジョン「事業活動と環境活動の真の統合」環境保護活動体制

　パイオニアグループは環境保護活動を企業使命と考え、重

要な経営課題の一つに捉えて取り組んでいます。研究・開発か

ら企画、設計、生産、販売、使用、サービス、廃棄・リサイクルに

至るまで、全ての商品ライフサイクルのプロセスで、環境負荷

を低減することに配慮して事業活動を行っています。

　環境負荷を低減すること、すなわち「環境品質」を向上させ

ることはQ、C、Dなどの「製品品質」とともにモノ作りでは重要

かつ不可欠です。持続可能な社会の形成の一助として「環境品

質」の考え方を事業活動プロセスに浸透させ、「事業活動と環

境活動の真の統合」を積極的に推進します。かけがえのない豊

かな地球を取り戻した時、まさに多くの人と感動を共有するこ

とができると考えます。

環境リスクマネジメント

　パイオニアグループの各事業所では、工場周辺の地域に影

響を与える可能性のある施設やプロセスについて、評価を行

い、汚染の防止のための監視を行っています。また、定期的に

緊急事態を想定した訓練やテストを行い、自治体への報告体

制も整えています。

　２０１１年３月期においては、法令違反の発生はゼロ件でし

た。各事業所に寄せられた苦情・要望は１件で、廃棄物業者か

らの分別に関する内容でした。閉鎖事業所において、土壌汚染

の調査を行ったところ、有害物質による汚染が検出され、指定

区域に登録されました。今後形質変更時に除去する予定です。

PCBの処理、保管状況については、2011年3月末現在にお

いて処理済みが4台、保管中が31台となっています。

統合環境マネジメントシステム

　地球温暖化対策を中心に環境保護活動が重要性を増す中、

より活動の成果を上げていくために、パイオニアグループでは

環境経営を効率的かつ強力に推進しています。2007年8月

に、パイオニア株式会社の全事業所（本社、川越事業所、川崎事

業所、総合研究所）における、ISO14001環境マネジメントシ

ステムを統合しました。この統合により、事業所および全社で

PDCA※を確実に実施し、より高度な目標に向かって組織一丸

となった活動を展開しています。さらに2009年度には、国内

グループ会社へその範囲を拡大しました。これを機に、パイオ

ニアグループの環境方針を統合環境マネジメントシステムの

方針として統一し、将来は海外グループ会社への展開も見据

えて、パイオニアグループ全体の環境保護活動の成果をより

一層高めていきます。

　パイオニア環境マークは、｢地球｣

｢環境｣｢共生｣をイメージしており、

地球と双葉をモチーフにデザインし

ました。パイオニアの環境保護活動

のシンボルとしてカタログや環境ポ

スターなどに表示し、社内での啓発

や社外へのアピールをするために

世界中で使用しています。

　パイオニアは、1991年に環境保護活動を統括する「パイ

オニア環境保護推進委員会」を発足させ、環境問題に対する

取り組みを検討し、グループ全体で活動する体制を整えてき

ました。2006年には組織横断的に製品に関わる環境保護活

動を統括する「パイオニアエコプロダクツ委員会」を発足さ

せ、現在の2つの委員会体制を敷きました。これらの委員会が

縦串と横串となり、事業所と製品の2つの切り口から環境保

護活動を展開し、パイオニアグループ全体の環境保護活動を

推進しています。

Q

E

D
Delivery
納期

Cost
価格

Quality
品質

Environment
環境

C

● 環境保護活動体制図

社　長

環境担当役員

本社機能部門

技術・生産部門

国内関係会社

国際部

北米地域統括会社

欧州地域統括会社

アジア地域統括会社

中国地域統括会社

パイオニア
エコプロダクツ
委員会

製　品

パイオニア
環境保護
推進委員会 所

業
事

人
法
地
現
各

環境経営の考え方と取り組み

パイオニアグループは、地球環境を維持、改善し、次世代に
引き継ぐことが企業の使命の一つであることを深く認識し、
常に豊かで安全な環境の実現に寄与するよう努めます。

1. 規制の遵守
環境に関する法律、条例および同意した要求事項等を確実に守る
と共に、必要に応じて自主管理基準を定めて環境負荷の低減に努
めます。

2. 環境の保全
オゾン層破壊物質、有害物質などの環境負荷物質は、使用の中止、
代替物質への転換、および排出の抑制を行い、生態系への影響も
配慮しながら事業活動による環境負荷を低減すると共に汚染の予
防に努めます。また、温室効果ガスの削減や省資源による環境負荷
の低減にも努めます。

3. 環境に配慮した製品開発
製品設計段階で、製品に含まれる有害化学物質の低減を進めると
共に、部品・材料の調達段階から製品の廃棄に至るまでのライフサ
イクル全体の環境への影響を評価し、省資源、省エネルギー、リサ
イクルを推進するために「製品アセスメント」を行います。また、環
境に配慮した新技術の開発に努めます。

4. 目標管理
規制の遵守、環境の保全、環境に配慮した製品開発において、環境
負荷低減のために取り組むべき課題及び目標を定めて、達成に努
力します。

5. 環境保護推進体制
グループ本社環境担当役員のもとにパイオニアグループの推進体
制をとります。各部門でもこれに対応した体制をとり、最適な環境
マネジメントシステムを構築します。

6. 教育と啓発
環境方針を含めた教育と啓発をパイオニアグループで働く人又は
ビジネスパートナーに行います。また必要に応じた専門教育を実施
します。

7. 継続的改善
パイオニアグループの環境保護活動状況を把握すると共に、環境
監査およびマネジメントレビューの結果などに適切な対応を行っ
て、環境マネジメントシステムおよび環境パフォーマンスを継続的
に維持・改善します。

8. 情報の公開とコミュニケーション
製品や企業活動の全ての分野に関する環境情報の開示を積極的
に行い、ステークホルダーとのコミュニケーション結果を活かして
環境活動を継続的に改善します。

環境保護の理念

環境保護活動基本方針

環境保護

パイオニア環境マーク

※PDCA : P（Plan：計画）、D（Do：実行）、C（Check：評価）、A（Act：改善）の略です。

パイオニアグループ環境方針
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パイオニア環境会計

　パイオニアは、環境省発行の「環境

会計ガイドライン2005年版」をもと

に、「パイオニア環境会計ガイドライ

ン」を制定し集計しています。2011年

3月期の環境会計は、投資額90百万

円、費用額1,201百万円、経済効果

176百万円となりました。また、環境に

関する投融資※の実績はゼロでした。

　

パイオニアと環境負荷

 パイオニア製品が、企画され、設計や製造工程を経て、商品と

なってお客様の手元に届けられ、使用され、寿命を終えて廃棄

またはリサイクルされます。そのプロセスごとに、環境へのさま

ざまな負荷が発生することは避けられません。パイオニアは、

この環境負荷を可能な限り低減することを課題として、１つず

つ努力を続けています。

環境経営の考え方と取り組み

環境保護

2011年3月期の主な目標・実績

エコプロダクツ2010 (環境製品展示会)

パイオニアごみゼロ1stクォーター

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

※テラは10の12乗

企画・設計・生産 輸　　送
CO2　277トンCO2
総廃棄物発生量 145トン
リサイクル量 145トン
排水量 1,400m3

リサイクルされる
容器包装の量（国内）
紙 182トン
プラスチック類 　85トン

CO2（国内）4,100トン温室効果ガス排出量　11万トンCO2
総廃棄物発生量　　  1万8千トン
リサイクル量　　　　1万7千トン
排水量　　　　　　241万m3
化学物質排出量　　0トン（国内）
SOx 　　　　　　  3トン（国内）　
NOx　　　　   　   9トン（国内）

資材購入先　1,030社
資源（10.5万トン）

製品販売量
7万8千トンの
輸送エネルギー

総エネルギー 1,956テラジュール※

水使用量 241万m3
化学物質 取扱量 12トン（国内）
OA紙 1,200万枚（国内）

ワールドパーツセンター（WPC）
 総エネルギー 6.2テラジュール※

 水使用量 1,400m3

イ
ン
プ
ッ
ト

（　）内の数値は一部推定を含む概算値です。

調　　達 お客様使用時 サービス
※環境に関する投融資
　・・・環境配慮促進法における環境に配慮した投融資

　「Ecology to NEXT STAGE～パイオニアの次世代エコロジー」をテーマに、2010年

12月9日（木）～12月11日（土）＜3日間＞に東京ビッグサイトで開催された「エコプロダク

ツ 2010」へ出展しました。軽量・省電力のMusicシートや、消費電力を抑えるルート探索

と充電施設の検索ができるカーナビゲーションなどを搭載し、車内で音楽や映画を思う存

分楽しむことができる電動自動車Music EVや、スマートフォンからの各種情報をフロン

トガラス前方の空間に浮かせて表示することで、より安全で快適なドライブをサポートす

るネットワークビジョン ヘッドアップディスプレイなどを展示しました。

　パイオニアグループでは「パイオニアごみゼロ１stクォーター」と称し、4月から6月の四半期

(3ヶ月間)をごみゼロ統一活動期間として、国内各地の事業所において地域清掃活動を実施し

ています。この活動はアースデイ（4月22日）、ごみゼロの日（5月30日）、環境月間（6月）、世界

環境デー（6月5日）など、環境に関する日・月間の続く4月から6月の期間に統一活動として地域

の環境保全や従業員の環境意識向上を目的とした地域清掃を毎年実施するものです。この活動

により、2010年は延べ399人が参加し、およそ1.4トンのゴミを収集することができました。

パイオニア環境貢献賞

　パイオニアグループでは、環境保護活動に貢献した事業所やグループ・個人を社内表彰す

るパイオニア環境貢献賞と、環境保護に寄与すると判断された特許に与えられる環境特許賞

を設けています。2011年3月期ではパイオニア環境貢献賞への応募数は41件あり、10グ

ループ・個人が表彰されました。最優秀賞に「エコドライブ実践による家庭での省エネ推進」

が受賞しました。また、環境特許賞は、残念ながら優秀賞はありませんでした。

（注）「 自己評価」の基準
◎ 目標を大幅に達成した / ◯ 目標を達成した / △ 目標達成にわずかに届かなかった / × 目標未達成であった   
※実質生産高原単位 : CO2排出量÷実質生産高 [各年度の生産高を1990年度基準とした電気・電子機器の日銀国内企業物価指数（2010年度は0.3995）で割って算出します。]   
※実質売上高原単位 : CO2排出量÷実質売上高 [各年度の売上高を2006年度基準とした電気・電子機器の日銀国内企業物価指数（2010年度は0.843）で割って算出します。]   

温暖化防止
CO2換算温室効果ガス排出量
　　国内：1991年3月期基準で36%削減
　　（実質生産高原単位）

単年度で59%の削減実績となり達成
2008-2012年の目標期間では達成の見込み

廃棄物・有価物削減
　　国内：2010年3月期基準で売上高原単位1%削減

製品等の輸送に伴うCO2排出量の管理
　　国内：実質売上高原単位で前年比1%改善 実質売上高原単位で13%改善

廃棄物・有価物再資源化率
　　国内：99.5%以上維持
　　海外：99%以上維持 

対象拠点全てで100％を達成

資源循環

・VOC排出量の管理
　　2001年3月期基準　2011年3月期で30%以上削減
・PRTR物質の管理
　　2001年3月期基準　2011年3月期で60%以上削減

・87%削減し、目標達成
・100%削減し、目標達成

化学物質管理

温暖化防止

資源循環

Soｘ、Noｘ排出量削減
　　2005年3月期基準　2011年3月期で20%削減 95%削減し、目標達成大気汚染防止 

グリーン購入の推進 93%とわずかに目標未達ガイドライン（95%）の維持

項　目　　　　課　題　　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　績　　　　　　　　　　　　　　　　　　自 己
評 価

36%削減と大幅に目標を達成

○

△

◎

◎

○

◎

◎

管理活動コスト
研究開発コスト
社会活動コスト
環境損傷コスト

管理活動における環境保全コスト
研究開発活動における環境保全コスト
社会活動における環境保全コスト
環境損傷に対応するコスト

8
244
0
0

（百万円）

（百万円）

合　計 284 176

合　計

環境保全コスト

事業エリア内コスト

上・下流コスト

公害防止コスト
地球環境保全コスト
資源循環コスト
生産・サービス活動に伴って上流又は下流で生じる
環境負荷を抑制するためのコスト

投資額 費用額投資額 費用額
10
47
0

0

509
802
17
0

201
152
152

76

0
54
0
0

36
0
0

0

264
440
12
123

81
129
122

31

309 1,909 90 1,201

経済効果金額 効果金額
分　類
環境保全による効果金額 (省エネ､公害防止など)

資源循環による効果金額
(廃棄物処理費用削減)
(有価物売却益)

上下流効果金額 (調達､生産､物流､グリーン購入)

パイオニアブース

本社"新川崎駅前"での活動

受賞者一同

2010年3月期 2011年3月期

2011年3月期2010年3月期

管

理

項

目

目
標
項
目

194
53
23
14

85
46
31
14
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CO２排出量の削減

　パイオニアグループは日本経団連の環境自主行動計画に参

加し、電機・電子業界の目標である「1990年度を基準に京都

議定書の約束期間（2008年度～2012年度）平均で実質生

産高原単位でCO2排出量※35％削減」を達成するために、自

主基準として目標を36％にして活動しています。加えて、総排

出量の削減にも取り組んでいます。

　排出量削減の基準年となる1990年当時に比べ2007年

3月期から省エネ活動の成果、および生産量減のためCO2排

出量も減少しています。

エコファクトリー

資源循環（３R）

　各国・各地の生産拠点を中心に、廃棄物ゼロエミッション※に

取り組んでいます。2006年3月期には、国内グループで達成

し、2010年3月期には、海外グループの対象拠点全てで達成

しました。今後は活動の継続と更なる向上を目指します。

環境負荷物質の削減

　生産工程で使用される環境負荷物質による環境負荷を低減

するために、内部目標を定めて排出量削減に取り組んでいます。

揮発性有機化合物（VOC）については業界自主行動計画にもと

づいて、2001年3月期を基準として2011年3月期に、排出量

を30％削減するという目標に対して、2011年3月期において

87％の削減を達成しました。なお、オゾン層破壊物質である特

定フロンを1992年に、また、国際規制により2020年に使用

禁止となるHCFCを1996年に前倒しして、全廃しました。

グリーン購入（国内）

　グリーン購入の基本的な考え方は、「ムダなものを買わな

い」「必要なものだけを購入する」そして「購入する場合は、環

境に配慮されたものだけにする」ことです。パイオニアグルー

プではこの考え方に基づき、「100％グリーン購入対象品目」

を13品目設定して活動しています。2011年3月期は11品

目で100％のグリーン購入を達成しました。他の2品目は必

要な機能・性能に対してグリーン適合商品がないため未達成

となりました。

　OA紙については前年度よりも購入量を減らすことを目標に

した活動を推進し2011年3月期は約2割削減しました。

　また、社有車については、約8割が低公害車※に置き換わり、

そのうち64％が超低公害車※となりました。

トピックス

エコドライブコンテストで「優秀賞」を受賞

　十和田パイオニア（青森県）は、環境省と独立行政法人環境再生保全機構が主催する平成22年度エコドラ

イブコンテストにおいて「優秀賞」を受賞しました。

　エコドライブコンテストでは、急発進や急加速をしない環境に配慮した運転（エコドライブ）を全国的に普及

させることを目的とし、エコドライブへの取り組み内容が優秀な事業所を毎年表彰しています。十和田パイオ

ニアでは、平成20年度から、環境保護活動の一環としてエコドライブ活動の推進を行ってきました。平成2２

年度は、社有車のみならず従業員の私有車や協力会社までエコドライブ推進活動の拡大を図りました。年間

計画の作成や掲示板の設置、パンフレットの配布など全社一丸となったエコドライブ活動への取り組みが評

価されました。

山田中学校を「パイオニア環境貢献賞」で表彰

　2010年11月、川越事業所は近隣の山田中学校を訪れ「パイオニア環境貢献賞」の表彰を行いました。

今回の表彰は、川越事業所が主体となり、山田中学校が全校をあげて参加している「エコキャップ回収運動」

活動が、平成22年度の「パイオニア環境貢献賞 奨励賞」を受賞したことにより、その伝達と感謝の意味を込

め行ったものです。2009年の活動開始以来30数万個のキャップを集め川越事業所に搬入してもらってい

ます。

市民向け環境講座を開催

　2011年4月、本社はNPO法人かわさき市民アカデミーの「身近な環境とみどり」の受講者（31名）を対

象に環境への取り組みについて紹介する環境講座を開催しました。事業所の省エネ/廃棄物などの環境活動

や社会貢献活動の説明、本社内の見学、そして環境配慮製品の紹介とその代表的なモデルとしてピュアモル

トスピーカー（S-A4SPT-VP）を受講者が持参されたお気に入りのCDで試聴していただきました。

※CO2排出量算出において電力のCO2排出係数は
　国内…各電力会社の調整後換算係数を使用しました。
　海外…The Greenhouse Gas Protocol Initiativeが公表している国別のEmission Factors（2006年）を使用しました。
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京都議定書約束期間の目標
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● 温室効果ガス排出量の推移 ● 実質生産高原単位の推移（1990年を100とする指数）
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● 廃棄物の発生量の推移 ● リサイクル率の推移
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（トン）
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国内発生量 海外発生量

12,155

23,088

9,858

23,846

7,848

17,729

4,125

14,599

1,702

16,008

100

（期）

99.9％
国内

99.9％ 100％99.7％

80

0

海外

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3

（％）

91.3％ 97.0％ 98.7％ 98.9％

100％

98.9％

※廃棄物ゼロエミッション（パイオニアの定義）：国内では、事業所からの廃棄物を99.5％を
　超えてリサイクルし、廃棄物の埋立をゼロに近づけることとする。海外では、上記のリサイ
　クル率について99％を超えることとする。"

　国内のリサイクル率（2011年3月期）は99％超を維持

しています。海外のリサイクル率（2011年3月期）は98.9％

と高水準を維持しています。（各国の法律や条令等で定め

られた廃棄物処理方法に準じて、リサイクル率を算出して

います）

● 100％グリーン購入対象品目（　 ：100％購入できたもの）

●  OA紙の購入量（A4換算）　

FAX プリンター

パソコン

OA用紙
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テレビ

冷蔵庫

オフィス家具 電子黒板

社有車

制服

複合機

トイレットペーパー

コピー機

環境保護

※低排出ガス車認定制度…排出ガスからの有害物質の排出が基準値よりどのくらい削減され
ているかを示すための制度。超低公害車(☆☆☆☆)：75％以上低減 / 低公害車(☆☆☆)：
50％以上低減

集合写真

表彰式の様子

講義の様子

※本グラフには廃棄物ゼロエミッション対象拠点外のデータも含まれています。

（万枚）
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環境配慮への取り組み

　パイオニアは、製品の環境配慮設計を進めるにあたり、ライフ

サイクル全体を捉えながら「省エネルギー」、「資源の循環的な

利用（3R）」、「環境負荷物質の削減」の3つのポイントから環境

負荷低減に向けた検討を行っています。

　また、製品の環境配慮度を継続的に高めるため、製品アセス

メントと自社基準に基づく環境性能の評価をすべての製品で

行っています。

　パイオニア独自の環境性能に関する評価制度を2008年よ

り導入し、環境配慮製品の開発を活性化しています。

評価結果はホームページなどで公開しています。

エコプロダクツ

資源の循環的な利用（3R）

　50年にもわたり、ウイスキーを熟成させてきた樽材。使命を

終えた樽材をスピーカーのキャビネットとして甦らせたのがピュ

アモルトスピーカーです。使用済みウイスキー樽をリサイクル

しただけでなく、伐採直後の新材では再現できない「暖かく芳

醇な響き」を生み出しました。

　また、当製品の売上の一部を公益社団法人国土緑化推進機

構の「緑の募金」へ寄付し、緑あふれる未来の森林づくりに協賛

しています。

平成21年度資源循環技術・システム表彰において「経済産業
省産業技術環境局長賞」、平成21年度3R推進功労者等表
彰において「3R推進協議会会長賞」を受賞しています。

環境負荷物質の削減

　パイオニアは、RoHS指令*などの従来規制からREACH規

則**などの新しい化学品規制に対応するため、化学物質情報の

管理体制を強化しています。

　REACH対応では、化学物質情報をサプライチェーンで円滑

に開示・伝達する仕組みが求められるため、これまでの環境デー

タベースを統合させ、取引先から当社の顧客に至るまで化学物

質情報のやり取りが効率的に行えるシステムを構築しています。

省エネルギー

　サイバーナビ（2011年発売のAVIC-VH09CS）は、エコ

ドライブはもとより、渋滞の緩和までもサポートするカーナビ

です。ARスカウターモードでは車間距離を測り、推奨車間距

離*を表示します。この距離を保って運転することが渋滞の緩

和につながり、「エコドライブ10のすすめ」**によれば加減速

の少ないスムーズな走行は燃費の改善に貢献します。

● 環境配慮製品の評価体系 

スーパーアドバンスト
エコモデル

 
 業界トップクラスの環境性能を実現した製品

従来製品に比べ環境性能を大きく向上させた製品
製品アセスメントを実施し、パイオニア環境規定の重点項目まで適合

製品アセスメントを実施し、パイオニア環境規定の必須項目に適合

アドバンスト
エコモデル

エコモデル 基本的な環境性能を備えた製品

スーパーアドバンスト
エコモデル

アドバンスト
エコモデル

エコモデル

高

*    東京大学西成教授 監修 
**  エコドライブ普及連絡会制定
*** 2010年発売のサイバーナビにおいて
　「グリーンITアワード2010」審査員特別賞、
　「第12回 グリーン購入大賞」審査員特別賞を受賞。

* 電気・電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する欧州の法律。
　 鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、PBB、PBDEの6物質群の使用が禁止されている。
** REACH : Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals.
    すべての化学物質を登録し、有害性、製造量、用途、残留性などの点から環境や
    生物に与えるリスクを管理する欧州の法律。

環境保護

環
境
配
慮
度

《環境性能の評価》

渋滞の緩和をサポートするサイバーナビ

　VSX-S300は、省エネ・節電を徹底的に追求した本格的な

AVアンプです。リモコンの専用「ECO」ボタンを押すだけで

消費電力を通常動作時に比べ最大35％削減。お手軽に、映

画や音楽をエコに楽しめます。

　高効率Class Dアンプと新開発電源の採用により、消費電

力を約52％*削減。発熱を抑え、スリムなデザインの実現と

製品輸送時の燃料・CO2削減にも貢献しています。

映画や音楽を、簡単・快適にエコで楽しむ

ウイスキー樽材をリサイクルし、森林づくりに協賛

REACH対応に向けた化学物質情報の管理

　「スマートループ渋滞情報」と独自の「燃費推定技術」によ

り、走行する前からクルマごとに全候補ルートの燃費を推定し、

最も燃料消費量の少ないルートを提案します。

「エコ・ルート探索」***を搭載

　燃費推定技術を活用し、エコ度合いを楽しみながら確認で

きる「エコステータス」***を搭載。遊び心あふれるグラフィッ

ク表示や音声メッセージによって、ガソリンの無駄使いをなく

すドライブをサポートします。

 

　エコドライブ・サポート機能

化学物質情報の伝達システム

「ECO」 専用ボタン

当社 スーパーアドバンストエコモデル認定製品

AVマルチチャンネルアンプ VSX-S300

当社 スーパーアドバンストエコモデル認定製品

ピュアモルトスピーカー　S-A4SPT-PM

* AVマルチチャンネルアンプ VSA-C301(2003年発売)との比較　

当社 スーパーアドバンストエコモデル認定製品

サイバーナビ　AVIC-VH09CS

Web登録

パイオニア

グリーン調達基準
環境負荷物質管理基準

等

サプライヤ監査

統合環境データベース

・製品含有化学物質管理
・WEEE情報管理
・調査管理
・出荷判定

環
境
情
報

取
引
先

情
報
伝
達・開
示

顧
客・社
会

緑の募金のシンボルマーク

省エネルギー
 ■ 消費電力削減
 ■ 消費燃料削減
 ■ 軽量・小型化
 ■ 製品輸送時の省エネ

資源の循環的な利用（3R）
 ■ 材料・部品点数削減
 ■ 省梱包
 ■ 易分解性
 ■ 長寿命

環境負荷物質の削減
 ■ グリーン調達
 ■ 特定有害化学物質全廃
 ■ 化学物質の情報伝達

詳細は、パイオニアホームページ「環境保護/エコプロダクツ」をご覧ください。 http://pioneer.jp/environment/ecoproducts/

《環境対応の3ポイント》
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企業ビジョンの実現に向けて

　パイオニアグループは、企業ビジョンに掲げた、“街でも家で

も車でも、笑顔と夢中が響き合う”の実現に向け、「会社・社員・

風土」の係わりの中で「夢中で楽しく仕事をしている」、「自分の

楽しみ、成長が会社の成長に繋がっている」、「迅速に勇気を

持って決断し、失敗を恐れず高い目標にチャレンジしている」、

「世界中の多様な社員が自由な発想を持ち、本音で話し合って

いる」、そのような姿を目指しています。

一人ひとりがいきいきと働くために
従業員重視

● 相互の信頼を大切にする
● 革新しようとすることを大切にする
● 組織や担当領域を越えた横断的なコミュニケーションを大切にする
● 自ら考え、学び、成長し続ける人を大切にする
● 最後までやり遂げることを大切にする

人権の尊重

　パイオニアグループは、「パイオニアグループ企業行動憲

章」のなかで、「人間尊重にもとづいた企業活動をめざす」こ

とを謳っています。社員一人ひとりがいきいきと働くことができ

るよう、快適で安全な職場環境の実現を目指すとともに、雇用

と労働において人権を尊重し相互に敬愛しながら、公平・公正に

配慮した、透明性の高い仕組みづくりに取り組んでいます。

多様性の重視

　パイオニアは、企業ビジョンの実現に向け、性別などにかか

わらず、多様な社員が自らの能力を発揮し、それぞれの職場・業

務で果たすべき役割に意欲的に、そしていきいきと取り組むこ

とができる風土づくりに取り組んでいます。その実現のため

に、国内における「女性の活躍」を企業戦略における重要な課

題と位置づけています。

　パイオニアは、豊かな価値ある人間関係を組織の中に積極

的に作り出し、社員のキャリア設計や成長にプラスの影響を与

える活動として、2007年9月からメンター制度を導入しまし

た。女性管理職21人を対象にスタートしたこの制度は、現在で

は対象を幹部候補者および新人女性に拡大しています。

メンタルヘルスケア

● 差別の禁止
● ハラスメント行為の禁止
● 労働災害の防止

パイオニア株式会社「社員行動指針」から

パイオニアグループ規程「人事管理基本規程」から

● パイオニアグループ社員数推移

● 女性基幹職数および管理職数推移（出向者を含むパイオニア籍社員）

● 女性活躍支援　活動の三本柱
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0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000
（人） 国内 海外

10,929

26,693

37,622

2009/3

11,102

31,673

42,775

2010/3

10,089

22,026

32,115

8,168

20,878

29,046

2011/3

7,904

18,881
26,785

2007/4 2008/4 2009/4
0
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（人） 副主事 主事 管理職

21

169

229 22

190

52

264

2010/4

24

186

55

265

19

149

53

221

意識改革（相互理解）
階層別/性別/職種別

支援プログラム
管理職支援／社員活躍支援
両立支援／役員からの支援

採用／管理職数／幹部育成
離職率低減／職域拡大

メンター制度の活用
　パイオニアは、企業の社会的責任を果たすとともに、多様な

人材の活用を図っていくために、障がい者雇用の取り組みをこ

れまで積極的に行ってきました。今後も積極的に障がい者雇用

を推進し、グループ全体で職域の拡大に努めていきます。

障がい者の雇用促進

　パイオニアは、社員の健康管理について、安全衛生面での配

慮のみならず、人と企業を伸ばす視点において経営の重要な

課題として取り組んでいます。とりわけメンタルヘルスケアは

予防中心型の取り組みを推進し、従業員を対象としたセミナー

の開催、啓発を目的としたリーフレットの配布、健康管理室の充

実、カウンセリング体制の構築、さらに「メンタルヘルス職場復

帰プログラム」などさまざまな施策を展開しています。

労働災害防止

　パイオニアは、労働災害の防止について、安全や心身の健

康に配慮した職場環境と作業環境の維持・改善は、社員が安心

して職務を遂行するにあたって基盤となる重要なものと考え

ています。事業所毎の安全衛生委員会の取り組みをはじめと

して、災害防止や改善策の立案・実行など、各職場に対応した

労働災害防止活動を推進しています。

人材育成

　パイオニアでは、人材育成にあたり「共成」（＝個人と組織が

共に成長すること）の考え方に基づき、「採用／配置→教育→

評価／処遇」が有機的につながる人事制度・施策の展開を図っ

ています。

　パイオニアは、2005年4月から両立支援に関する取り組み

を推進し、2007年5月には厚生労働省より次世代認定マーク

（愛称「くるみん」）を取得しました。2010年3月には2期5年

に亘る行動計画を完了し、現在は2010年4月に策定した第3

期行動計画にそって、「各種制度・次世代育成支援活動の更な

る周知」、「意識啓発・風土醸成の継続」、「仕事と家庭の両立支

援体制の強化」の3つのテーマで、仕事と家庭の両立をサポー

トするための取り組みを強化しています。

仕事と家庭の両立支援に関する取り組み

● 各種制度の利用者数

● 第2期行動成果 （2007年4月～2010年3月）

 2009年3月期

育児休職制度

介護休職制度

育児・介護のための短時間勤務制度

2011年3月期

84（4）

1（0）

84（3）

63（1）

0（0）

56（4）

2010年3月期

75（0）

3（2）

53（4）

（人）

( )内は男性利用者数（内数）、休職者は期中人員、短時間勤務は期末人員

● 女性の活躍支援
　 ①社員再雇用制度の登録期間延長／年齢制限緩和／登録事由の拡大
　 ②育児短時間勤務の適用期間延長、フレキシブル型短時間勤務制度導入
 　③在宅勤務試行導入

● 職場の理解促進と育児を行う社員本人への意識の啓発
　 ①｢育児休職レポート｣｢職場復帰直前講習｣｢職場復帰直後講習｣実施
　 ②e-ラーニング実施、育児関連掲示板作成、管理職研修での啓発

● 男女がともに育児参加しやすい環境の整備
　 ①男女ともに取得しやすい休職制度

150
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● 障がい者雇用の推移（パイオニア）

基本方針:メンタルヘルス障がいをつくらない、放置しない

● 児童労働・強制労働の禁止
● プライバシーの保護
● 法令遵守の徹底

雇用率
雇用数

（出向者を除くパイオニア社員）

（期）

2011/4

20

163

57

240

（期）

39

女性配置増員計画（活躍指数）
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音楽・映像：身体で聴こう音楽会

　パイオニアの創業者、松本望が考案した音を振動に変える

ユニット「体感音響システム」を使い、聴覚に障がいを持つ人に

も音楽とリズムを楽しんでいただく「身体で聴こう音楽会」は、

パイオニアの社会貢献活動・ボランティア活動を代表する活動

のひとつです。

　1992年から継続して開催されているこの活動は、年間30

回ほど、選任の事務局のほか、社員とその家族によるボランティ

アによって運営されています。

　その中でも、パイオニアが主催している定期コンサートは、

毎回さまざまなジャンルの出演者を迎えバラエティに富んだプ

ログラムを組んでいます。毎年、社員手話コーラスグループが

出演する12月のコンサートは、一年で一番大きなコンサート

で、多くの聴覚障がいの方が最も楽しみにしています。今年

(2011年）はちょうど記念すべき200回目にあたります。

　また、東京・神奈川の大ホールで行われるオーケストラのコ

ンサートや、全国各地や海外で行われる障がい者のためのコン

サートやイベントにも、会場の一部に機材を設置して「身体で

聴こう音楽会」外部コンサートとしてお客様から好評をいただ

いています。

　お客様からは「諦めていた音楽を再び聴くことが出来て嬉し

い」「この音楽会に来て、音楽を聴いたり、皆さんに会うのが何

よりも楽しみ。元気が出る」といった声を聞いています。

　当社は、今後もこれらの活動を通して、障がいのある人もな

い人も、笑顔と感動を共にする機会を作っていきたいと考えて

います。

社会との調和

社会貢献活動

環境保全：パイオニアの森

　木材を使ってスピーカーを作り続けてきた企業として、森林

の保全活動にも力を入れています。２００５年に埼玉県農林公

社と協定を結び、同県鎌北湖近くにある2.4ヘクタールの桧の

森を「パイオニアの森」と名づけ、春と秋の年2回、定期的に手

入れを行っています。社員とその家族のボランティアによる間

伐や枝打ちなどの作業により、当初は暗く陽の当たらなかった

森も、明るく緑あふれる立派な森へと成長してきました。今後

も継続的な管理を行うとともに、子供たちの自然体験教室など

森を利用した活動もさらに充実させていきます。

教育支援：ものづくり教室

　ものづくりの技術を次の世代に伝え、その楽しさを体験して

もらうために、教育支援活動を積極的に行っています。2011

年8月に本社にて開催した「小学生のためのものづくり教室」

では、音が聞こえる原理やスピーカーの仕組みを勉強した後

に、社員が指導にあたり、紙製スピーカーの組み立て作業を子

供たちが自ら行いました。初めてつくったスピーカーから美し

い音が出た時の喜びを実際に感じてもらうことで、ものづくり

の楽しさを多くの子供たちに伝えています。また行政や学校の

ニーズに応えたさまざまな内容の学習会の講師派遣などの活

動も実施しています。

パイオニアグループの社会貢献活動

　国内外のパイオニアグループ各社では、「音楽・映像」「環境

保全」「教育支援」を中心とした社会貢献活動に取り組むほか、

スポーツエンタテインメントや福祉活動・災害支援（マッチング

ギフト）など、地域・社会のニーズやその時々の社会的な要請を

考慮したさまざまな分野の社会貢献活動を展開しています。ま

た、寄付活動に偏重することなく、事業に関連したノウハウや技

術力を活かした従業員参加型の自主的な活動を主体とし、従

業員一人ひとりが積極的に社会貢献に取り組むことを目指し

ています。

http://pioneer.jp/citizen/パイオニアグループが行うさまざまな社会貢献活動は、ホームページの「社会貢献」ページで紹介しています。

本社で開催したものづくり教室

より多くの方に音楽の感動をお伝えします。
[クラシック音楽のプログラム（松本記念音楽迎賓館)]

定期コンサートはさまざまなジャンルのプログラムで開催しています。
[社員手話コーラスグループによる毎年恒例のクリスマスコンサート]

振動ユニットを内蔵したクッションとポーチにより音を身体に伝えます。
[外部コンサートでの「体感音響システム」の設置状態]

出演者と一緒に手話で歌うお客様。
[川崎市国際交流センターにて]

パイオニアの森での枝打ち作業

東日本大震災への義援金活動（2011年8月現在）

国内グループのマッチングギフト

国内グループのマッチングギフト
　　　　　　　　以外の義援金

海外グループの義援金

パイオニアグループ合計

3500万円

1192万円

1175万円

5867万円
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　パイオニアでは、投資家やマスコミを対象に、決算発表会や

企業説明会を定期的に開催するとともに、ホームページを通じ

て適時・適正な情報開示に努めています。

　電子メールによる各種のお問い合わせ窓口を開設して、外部

の方から寄せられるさまざまなお問い合わせに対応しているほ

か、パイオニアに対するご意見を匿名で受け付けるコーナーを

ホームページ内に設け、企業行動の改善に役立てています。

株主・投資家および社会

　パイオニアの資材調達部門では、資材調達の取引先と定期

的に事業方針説明会を開催し、パイオニアの事業計画について

説明し理解を深めていただくとともに、さまざまな社会的責任

活動に関して、サプライチェーン全体で取り組む行動について

も取引先に協力をお願いしています。

取引先（資材調達）

　パイオニアでは、さまざまなイベントやキャンペーンを実施

して、お客様に体験していただく機会を設けています。世界各

地で開催するイベントでは、パイオニア商品の魅力を知ってい

ただくとともに、新しい楽しみ方を発見していただいています。

　2011年2月に、東京・銀座にショールーム「パイオニアプラ

ザ銀座」を新たに開設しました。ここでは「新しいパイオニアを

体感」していただけるよう、商品展示の他、さまざまなイベント

を開催しています。

お客様

　パイオニアグループは、責任ある「良き企業市民」として、地

域社会との交流を図っています。グループ会社や各事業所で

は、周辺の学校の生徒や地域の方々を招いて、環境説明会など

を開催しています。また、地域で開催されているイベントへの協

力も行っています。

地域社会

　パイオニアでは、お客様や市場を理解するためのさまざまな

調査分析を行い、業務プロセスや商品開発に反映してきまし

た。企画や意匠デザイン、設計開発、品質など製品開発にかか

わる関係者がチームを組み、営業所の社員とともに販売店を訪

問し、販売店やお客様が何を評価し、何を望んでいるかを直接

理解する取り組みを進めています。

販売店

　従業員の代表であるパイオニアグループの労働組合※とは、

相互信頼にもとづいた「話し合い」を基調とする良好な関係の

維持向上に努めています。パイオニア労働組合とは、半期に一

度の定例および臨時の中央労使協議会や、人事の諸制度に関

する協議会での話し合いだけでなく、「会社を元気にする活動」

や社会貢献活動などにも協働して取り組んでいます。

※パイオニアと9つの関係会社で労働組合が組織されており、これらの組合で構成するパイオ
ニアグループ労働組合連合会が全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会(略称：電機
連合)に加盟しています。

労働組合

社会とのコミュニケーション

グループ各社に共通するのは、何よりも「人」と「社会」を大切にする考え方。人を活かし、優れたグループパワーを発揮さ
せながら、それぞれが研究開発や生産、販売など高度な専門集団として役割を果たしています。

東北パイオニア㈱
東北パイオニアEG㈱
最上電機㈱
ティーエスイー㈱
パイオテック㈱
テーピーエス㈱
十和田パイオニア㈱

パイオニアシステムテクノロジー㈱
パイオニアコミュニケーションズ㈱
㈱パイオニアFA
パイオニアファインテック㈱
インクリメント・ピー㈱
グローバル・サーベイ㈱
パイオニアマーケティング㈱

パイオニアソリューションズ㈱
パイオニア販売㈱
パイオニアサービスネットワーク㈱
パイオニア東京サービス㈱
㈱テクニカルオーディオデバイセズラボラトリーズ
パイオニアデジタルデザインアンドマニュファクチャリング㈱

パイオニア・マイクロ・テクノロジー㈱
㈱テクノアクセス
㈱テック・エキスパーツ
パイオニア興産㈱
㈱フクイン
パイオニアウェルフェアサービス㈱

Pioneer North America, Inc.
Pioneer Electronics （USA） Inc.
Pioneer Automotive Technologies, Inc.
Discovision Associates
Pioneer Research Center USA, Inc.
Pioneer International （Miami） Inc.

Pioneer Electronics of Canada, Inc.

アメリカ大陸

ヨーロッパ

アジア＆オセアニア

アメリカ合衆国 カナダ

Pioneer Europe NV
ベルギー

Pioneer Electronics Asiacentre Pte. Ltd.
シンガポール

Tohoku Pioneer （Vietnam） Co., Ltd.
ベトナム

Pioneer India Electronics Private Ltd.
インド

Pioneer Electronics Australia Pty. Ltd.
オーストラリア

Pioneer Gulf, Fze.
U.A.E.

Pioneer Korea Corporation
韓国

Pioneer China Holding Co., Ltd.
Pioneer Technology （Dongguan） Co., Ltd.
Pioneer Technology （Shanghai） Co., Ltd.
Pioneer Electronics （Shanghai Export Zone） Co., Ltd.
Pioneer （HK） Ltd.
Pioneer Digital Design And Manufacturing (Hong Kong) Ltd.
Dongguan Monetech Electronic Co., Ltd.
Dongguan Monetech Pai Yue Electronic Co., Ltd.
Shanghai Pioneer Speakers Co., Ltd.
Mogami Hong Kong Co., Ltd.
Mogami Dongguan Electronics Co., Ltd.
Pioneer Suntec （Shanghai） Electronic Technology Co., Ltd.
INCREMENT P Shanghai Co., Ltd.

中国

Pioneer High Fidelity Taiwan Co., Ltd.
台湾

Pioneer Technology （Malaysia） Sdn. Bhd.
マレーシア

Pioneer Electronics （Thailand） Co., Ltd.
Pioneer Manufacturing （Thailand） Co., Ltd.
Tohoku Pioneer （Thailand） Co., Ltd.

タイ

Pioneer Electronics Deutschland GmbH
ドイツ

Pioneer France SAS
フランス

Pioneer Italia S.p.A.
イタリア

Pioneer Benelux BV
オランダ

Pioneer Electronics Iberica SA
スペイン

Pioneer Danmark A/S
デンマーク

Pioneer Norge A/S
ノルウェー

Pioneer Scandinavia AB
スウェーデン

Pioneer RUS Limited Liability Company
ロシア

Pioneer GB Ltd.
Pioneer Digital Design Centre Ltd.

イギリス

Pioneer do Brasil Ltda.
ブラジル

Pioneer Electronics de Mexico S.A. de C.V.
メキシコ

Pioneer International Latin America S.A.
パナマ

日本

（主な連結子会社のリストです。）

商号 パイオニア株式会社

 PIONEER CORPORATION

本社 神奈川県川崎市幸区新小倉1番1号

創業 昭和13年1月1日

設立 昭和22年5月8日

資本金 87,257百万円

従業員数 　4,115 名（単独）

  26,785 名（連結）

関係会社 連結子会社 97 社

 国内  30 社

 海外  67 社

　　（2011年3月31日現在）

 ■会社概要

社会との調和

決算説明会（2010年11月）

本社を訪問された市民グループの方にパイオニアの歴史を説明（2010年10月）

パイオニアプラザ銀座

Pioneer Yorkey do Brasil Ltda.
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